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評価方法・評価結果の扱いについて 

（第三部会） 

 

１ 評価の対象 

・令和 5年度新規事項立て研究課題 

※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し実

施する研究課題 

 

２ 評価の目的 

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を研

究の目的、計画の見直し等へ反映することを目的とする。 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、事前評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期の段階に振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の留意すべき点を踏まえた評

価を行う。 

初期段階：先進的あるいは挑戦的な取組 

中期段階：実用化に向けた取組 

後期段階：普及あるいは発展に向けた取組 

 

４ 進行方法 

（１）研究課題の説明（１０分） 

 

（２）研究課題の評価（３０分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価等をもとに、主査が総括を行う。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、

「事務局」、「国総研」等として表記する。 

 

６ 評価結果の国土技術政策総合研究所研究評価委員会への報告 

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員

会に分科会から報告を行う。 

 

第 3回（第三部会） 

資料 2 
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

生産性向上のための空港コンクリート
構造物の標準規格化に関する研究

事前評価

研究代表者

課題発表者

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 空港研究部長 小野正博

： 空港施工システム室長 伊藤謙作

： 令和５年度～令和７年度

： 約３６百万円

： 中期段階

資料３

研究開発の背景（１） 研究開発の背景・課題

・2021年の建設業就業者数は482万人で1997年のピーク時より約30%減少し、さらに高齢
化率の上昇によって建設業の生産年齢人口が減少している。

・建設業の生産年齢人口の減少が進む中、建設現場における生産性向上は重要な課題
であり、i-Constructionを推進して、設計、施工、維持管理・更新の効率化による生産性
向上が不可欠となっている。

背景

建設コンサルタント技術者数の推移

出典：建設コンサルタンツ協会

建設業就業者の年齢階層比率の変化

出典：総務省 労働力調査

建設業就業者数の推移

出典：総務省 労働力調査

1
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研究開発の背景（２）

2

研究開発の背景・課題

・経済財政運営と改革の基本方針2022（令和4年6月7日閣議決定）において、

「i-Constructionの推進など、インフラ分野のDXを加速し、生産性を高める」

「公共事業の効率化を図る」とされている。

・i-Constructionによる生産性向上の取組みの一環として、プレキャストの導入促進が求
められており、国土交通省では、コンクリート生産性向上検討協議会（平成28年3月～）に
て、「規格の標準化」などが議論されている。

背景

出典：国土交通省 コンクリート生産性向上検討協議会（第3回）資料（一部加筆）

現場打ちボックスカルバートの施工状況

航空機荷重に対応した空港コンクリート構造物の標準規格化が必要

（対象とするコンクリート構造物：ボックスカルバート、管渠、集水桝、U型側溝）

〇 空港におけるコンクリート構造物の標準規格化

・新設が減り、既存施設の改良が増加している空港分野では、作業時間の制約からも、プレキャスト
化が強く求められいる。

・プレキャスト化が進まない要因として、運搬やコストの課題とともに、標準的な規格がないことが挙げ
られており、コンクリート部材の規格の標準化の取組みが喫緊の課題となっている。

・空港の構造物設計は、各空港で対象とする航空機荷重が類似しており、同様の設計条件となること
から、コンクリート部材の標準規格化を進めることにより、設計、施工、維持管理・更新の合理化・効
率化、生産性向上が大いに期待される。

〇 構造物のBIM/CIM標準モデルの作成による利用性向上

・構造物は、令和5年度より本格導入されるBIM/CIMにおいて、ソリッドモデル（3次元立体形状）で図
化されるが、BIM/CIMを活用してデータを効率的に作成・管理し、利用しやすくするためには、標準化
されたBIM/CIMモデルが必要である。

研究開発の課題

3

研究開発の背景・課題

課題
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研究開発の必要性と目的・目標

4

• 航空機荷重に対応したコンクリート構造物を標準規格化することで、設計、施工、維持管
理・更新が効率化され、生産性が向上
設計：構造計算の設計数量の削減、設計期間の短縮、建設コンサルタントの人的リソースの有効

活用（技術的判断を必要とする他の業務に注力）
施工：構造物の形状種類の削減による施工の効率化・合理化、工期短縮、ICT施工の促進
維持管理・更新：構造物の形状・種類の削減による維持管理・更新の効率化・合理化

• コンクリート構造物を標準規格化することで、型枠の減価償却がしやすくなる。コンクリー
ト製品メーカーによるプレキャスト製品化を推進し、生産性が向上

• コンクリート構造物のBIM/CIM標準モデルを作成し、オープンソース化することによって、
BIM/CIM導入を容易とし、BIM/CIMの利用性が向上

アウトプット目標
〇 航空機荷重に対応したコンクリート構造物の標準構造の設定
〇 構造物の標準構造図、BIM/CIM標準モデルの作成
〇 上記を航空局「空港土木施設設計要領（構造設計編）【付録】」に反映

アウトカム目標
〇 コンクリート構造物の標準規格化、プレキャスト化の推進による空港コンクリート構造物

の設計、施工、維持管理・更新の生産性向上

必要性・有効性

目的・目標

研究開発の必要性と目的・目標

航空機荷重に対応したコンクリート構造物の標準構造の設計条件、標準図集等をとり
まとめ、空港土木施設設計要領（構造設計編）【付録】に反映

研究フロー

5

研究内容

① 対象構造物の抽出、設計条件の設定

② 航空機荷重に対応した標準断面の設計

③ 標準構造図・BIM/CIM標準モデルの作成、研究成果とりまとめ

【対象構造物】

〇 排水施設

・ボックスカルバート

・管渠（巻立て構造）

・集水桝

・U型側溝

研究成果の活用

出典：全国ボックスカルバート協会

ボックスカルバートの施工例
出典：積水化学工業株式会社

管渠の施工例
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W荷重W荷重 W’荷重W’荷重W’荷重
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研究内容研究内容①

①対象構造物の抽出、設計条件の設定
・標準規格化対象構造物の抽出
標準規格化の対象施設は、地下又は地表に設置される排水施設（ボックスカルバート、管渠、集水桝、
U型側溝）を基本とし、一般的な施設レイアウトにより航空機荷重対応の構造が求められる構造物を整
理して、対象構造物を抽出

・設計条件の設定
既往の設計事例や航空機の荷重諸元等を収集・整理し、標準構造に適用する設計条件（ケース）を設
定。設計条件の設定にあたっては、近年の大型航空機の荷重条件等による設計断面の影響分析、設
計条件ケースをグループ化した包括的な断面ケースを研究し、合理的な設計条件を設定

・設計荷重：航空機荷重（W荷重）、航空機一時荷重（W’荷重）、死荷重（材料や土の単位体積 重量）等
・施設規模：構造物の断面寸法ケース等
・安全係数、安全率
・土被り、地下水位、腐食環境等

標準規格化対象
構造物の抽出

過去の標準設計図等
に記載の構造物整理

設計条件の設定

既往の設計事例の
収集・整理

航空機荷重対応が求
められる構造物の整

理

就航機材等の整理、
航空機荷重、断面
ケース等の検討

ケース１ ：地下道・共同溝等、航空機が逸脱した場合、構造物が破壊又は損傷することにより、航空機の損
傷や人命に危害が生じるおそれが大きい構造物

ケース２ ：マンホールや貯水槽等、航空機が逸脱した場合、構造物の破壊等が航空機に大きな損傷を及ぼ
さず、空港機能に大きな影響を及ぼさない構造物

ケース３ ：ハンドホール等、航空機が逸脱した場合、構造物の破壊等が航空機に損傷を及ぼさず、空港機
能への影響が小さい構造物

設計要領の改正原案（付録）作成
成果とりまとめ

7

研究内容研究内容②

②航空機荷重に対応した標準断面の設計
・材料条件、部材厚・配筋の設定ピッチ等の整理
一般的な材料条件、部材厚・配筋の設定ピッチ等を整理
将来的なプレキャスト製品化を見据え、プレキャストコンク
リート製品関連の関係団体にヒアリングを行い、製品化に有
利な設定方法を確認

・航空機荷重に対応した標準断面の設計
設計条件ケース毎に構造照査を行い、部材厚・設計配筋等
を検討し、包括可能な標準断面を設計（ボックスカルバート
等は限界状態設計法、管渠は許容応力度設計法）

航空機荷重に対応した標準断面の設
計

材料条件、部材厚・配筋の設定ピッチ
等の整理

設計条件ケース毎に構造照査

③標準図集・BIM/CIMデータ作成、成果とりまとめ
標準断面、適用条件等を整理し、標準図集、BIM/CIMモデル
を作成し、設計要領の改正原案（付録）、標準規格化・プレ
キャスト化に伴う生産性向上効果、利用促進案をとりまとめ

標準断面、適用条件等の整理

標準図集の作成

BIM/CIM標準
モデルの作成

出典：フォーラムエイト

3D構造モデルの例
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研究の実施体制

8

研究の実施体制

実効性の高い成果を得るため、航空局及び港湾空港技術研究所と連携し、空港管理
者（地方航空局等）や空港整備者（地方整備局等）にヒアリングを行い既往設計事例の
収集、標準構造の確認を行う。また、材料条件、部材厚等の設定に関して、将来的なプ
レキャスト製品化を見据え、関係団体へのヒアリングを実施する。

空港管理者

東京航空局

大阪航空局

空港事務所

空港会社

空港運営事業者

地方公共団体

国土交通省 航空局

国総研 空港研究部

関係団体

（例）全国コンクリート製品協会

道路プレキャストコンクリート製品技術協会

全国ボックスカルバート協会

研究連携
成果の提供
基準化・要領化

ヒアリング
成果の提供

空港整備者

地方整備局

地方公共団体
ヒアリング
成果の提供

ヒアリング
成果の提供

港湾空港技術研究所

構造研究領域構造研究グループ

研究連携

・国総研は、空港土木施設設計要領（構造設計編）や空港土木工事共通仕様書、
空港土木施設施工要領などの原案作成に関する豊富な経験・ノウハウを有して
おり、効率的な研究が可能

・空港土木施設設計要領（構造設計編）の原案作成を担う国総研が主体となり、
空港管理者、空港整備者、関係団体との意見交換により、現場ニーズを反映さ
せた実効性の高い成果を得ることが可能

研究計画

9

研究計画

効率性

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

R５ R６ R７ 研究費配分

（研究費［百万円］） 12 12 12 総額36

① 対象構造物の抽出、設計条件の設定 約8
［百万円］

②
航空機荷重に対応した標準断面の設
計

約14
［百万円］

③
標準図集、BIM/CIM標準モデルの作成
成果とりまとめ

約14
［百万円］

4

8

10

2 12
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